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１．はじめに 
 

 レアメタルなどの資源は将来的に枯渇することが予想

され，資源供給の安定化が重要となってくる．資源小国

である我が国が安定した資源供給を維持するためには，

使用済み製品から枯渇資源を抽出することが必要となっ

てくる．我が国のリサイクル技術は先進国各国と比較し

ても高度であり，安定的でかつ安全なリサイクルが可能

である．しかし近年では，我が国で発生した枯渇資源を

含む使用済みパソコンなどが，労働賃金の安いアジア各

国に流出している．そのような国々では技術的な問題か

ら資源の抽出量は少なく，リサイクルを行う地域の環境

汚染を引き起こしている．そこで複数の地域に対してリ

サイクル施設をどのように配置すべきかという問題が生

じてくる．また近年のリサイクルポートなど静脈物流イ

ンフラの整備をより効果的なものにするためには，今後

のリサイクル技術の進展が，既存の施設配置をどのよう

に変えるかを明らかにする必要がある． 

 溝本らは廃棄物が発生してからリサイクルまたは最終

処分されるまでの静脈物流を対象として，リサイクル施

設の配置問題を考えた．しかし，静脈物流を含む施設配

置問題の包括的な文献調査を行ったMelo.et.alにおいて

も指摘されているように，動脈物流と静脈物流の性質の

違いを考慮するためには，静脈物流のみを考えるのでは

なく，動脈物流と静脈物流を統合した枠組みのもとで施

設配置を考える必要がある．動脈・静脈物流を統合した

モデルを用いたリサイクル施設の配置については近年に

なってから様々な研究がなされている(例えばLee and D

ongなど)．これらの多くは，動脈・静脈物流を統合した

複雑なモデルを大規模なネットワークに適用した場合の

効率的解法の開発に主な関心があり，動脈・静脈物流を

同時に考慮した場合の施設配置パターンが動脈物流のみ

の施設配置とどのような質的な違いを持つのかは議論さ 
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図１ モデルの枠組み 

 

れていない．また経年的なリサイクルの進展を扱った研

究の多くは，空間的な要素が捨象され，技術発展と施設

配置との関係については不明確である． 

 そこで本研究では，動脈物流と静脈物流を同時に考慮

した場合の施設配置パターンの特性を解明することを目

的とする．具体的には，動脈・静脈物流統合型の施設配

置モデルを構築し，リサイクル技術の発展により最終製

品の原材料に使用可能なリサイクル資源が増加した場合

の生産施設とリサイクル施設の配置パターンの変化を明

らかにする．次に，動脈物流のみを考慮した施設配置モ

デルを用いて，リサイクル技術が発展した場合と同程度

に一次資源が増加した場合の生産施設配置の変化を明ら

かにする．最後に，これら二つのモデルから得られる施

設配置パターンの違いから，動脈物流と静脈物流を統合

した施設配置の特性を解明する． 

 
２．モデルの定式化 

 

(1) 動脈/静脈物流型設配置モデル 

 本研究では１企業が最終製品の生産から販売，使用済

み製品の回収，分解，リサイクル，再利用するまでの費

用を最小化する場合を考える．モデル全体の枠組みはFl

eishmanと同様であるが，本モデルの最終製品の生産に

おいては一次資源とリサイクル資源との代替を考え，技

術的な制約のもとで配合率を自由に変えられるとしてい

る点が異なる．企業は費用を最小化するように，生産施



設とリサイクル施設を配置する地域を選択する．同時に

生産施設，リサイクル施設の配置パターンおよび一次資

源生産地，生産施設，消費者，リサイクル施設のそれぞ

れの間の輸送量を決定し，費用を最小化する．ここで生

産施設は一次資源とリサイクル資源から最終製品を生産

する施設である．リサイクル施設は，消費者から回収し

た使用済み製品から最終製品の原材料を抽出する施設で

ある．本研究における動脈/静脈物流統合型施設配置モ

デルは，以下の混合整数計画問題として定式化できる． 
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ただし，パラメータは，

€ 

f f ：生産施設固定費用，

€ 

f r

：リサイクル施設固定費用，

€ 

cij
v：地域iから地域jへの一

次資源の輸送費用，

€ 

vi：地域iの一次資源賦存量，

€ 

cjk
f
：

地域jから地域kへの最終製品の輸送費用，

€ 

dk：地域kの
需要量，

€ 

cu :最終製品の品切れ費用，

€ 

ckl
r :地域kから地域l

への使用済み製品の輸送費用，

€ 

clj
r：地域lから地域jへの

リサイクル資源の輸送費用，

€ 

rk：地域kでの使用済み製
品の発生量，

€ 

cw :使用済み製品を回収しなかった場合の
ペナルティ費用，

€ 

δ：最終製品に含有可能なリサイクル

物質の最小割合，

€ 

γ：産業全体にかけられたリサイクル
率とする．また操作変数は，

€ 

Yj
f：地域iの生産施設配置

を示す0-1変数，

€ 

Yl
r：地域lのリサイクル施設配置を示

す0-1変数，

€ 

Xij
v：地域iの一次資源を地域jに配分する割

合，

€ 

X jk
f
：地域kの需要に占める地域jの生産施設から輸

送された最終製品の割合，

€ 

Xklj
r ：地域lのリサイクル施

設から地域jの生産施設に運ばれるルートに地域kで発生
した使用済み製品が配分される割合，である． 
 目的関数(式(1))の第一項と第二項はそれぞれ生産施設
とリサイクル施設の配置にかかる固定費用を表している．

第三項，第四項はそれぞれ一次資源，最終製品の輸送費

用を表す．このとき企業は，必ずしも消費者の需要量の

全てを満たす必要はないが，需要が満たされなかった場

合には，第五項で示すような品切れ費用がかかるものと

する．消費者によって使用された最終製品は企業が回収

するものとし，消費者から生産施設までのルートごとの

物流量にかかる費用を第六項で表す．このとき企業は全

ての使用済み製品を回収する必要はないが，使用済み製

品が消費者の存在する地域に残る場合には，第七項で示

す費用がかかるものとする． 
 制約条件式(2)は質量保存則であり，一次資源とリサ
イクル資源の輸送量を足したものと最終製品の販売量が

等しくなるという制約を示す．式(3)は生産施設ごとの
技術制約であり，地域jの生産施設が各地域の消費者に

販売する最終製品の生産には，

€ 

δだけの一次資源を必要
とすることを意味する．これはガラスの生産においてガ

ラス瓶カレットと一次資源(珪砂，ソーダ灰，石灰

石)の間に実際にみられる関係である．リサイクル技術

が発展することによって，リサイクル資源と一次資源と

の質的な差が縮小し，一次資源の割合を低くすることが

可能となる．つまり

€ 

δの減少がリサイクル技術の発展を
表している．制約条件式(4)は，１企業全体に対してか
けられる環境規制を表しており，１企業において販売し

た製品に対してある一定割合

€ 

γ以上の使用済み製品の回

収を行わなくてはならない．式(5)は地域kの使用済み製
品の発生量が，その地域で購入した最終製品の量を超え

ないという条件式である．次章の数値計算では施設ごと

の技術制約パラメータ

€ 

δ，環境規制パラメータ

€ 

γを変え

たときに生産施設，リサイクル施設の配置パターンがど

のように変化するのかを明らかにする． 
 

(2) 動脈型施設配置モデル 

 リサイクル技術の発展による利用可能なリサイクル

資源の増加は，生産施設にとっては最終製品の原材料

の増加と見ることができる．またリサイクルの促進よ

りも一次資源の購入そのものを多くする方が，費用の

面で有利な場合もある．ここでは利用可能な一次資源

が増えた場合の施設配置パターンの変化の関係を明ら

かにするためを確認するために，動脈物流のみを対象

とし，一次資源の賦存量を増やして行った場合の生産

施設配置モデルを定式化する．具体的には図１の一次



資源生産地から消費者までの動脈物流を考え，１企業

が生産施設の配置と，一次資源および最終製品の輸送

量を決定する問題として，２章１節と同様の記号を用

いて，以下のような混合整数計画問題として定式化す

るこことができる． 
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[MILP-2]では，[MILP-1]における静脈物流に関する項，
操作変数を考慮していない．それ以外の[MILP-1]と[MI
LP-2]との違いは，各地域の一次資源賦存量

€ 

viを

€ 

vi
fとし

て式(12)のように書き直したことにある．これは[MILP-
2]における地域iの一次資源賦存量

€ 

vi
f がその地域の最終

製品に対する需要量に比例して増加すると仮定している． 
 
３．数値計算例 

 

(1)数値計算の設定 

 本研究では図２に示すように５つの地域が一直線上に

並んでいる場合を考える．企業は各地域に生産施設，リ

サイクル施設をそれぞれ配置するかどうかを決める． 
 各地域の一次資源賦存量，最終製品に対する需要量，

使用済み製品の発生量を表１にまとめる．周辺地域ほど

一次資源の賦存量は多く，最終製品の需要量は少なく分

布していると仮定する．また各地域において需要量と等

しい量の使用済み製品が発生するものとする．ここでは

地域３を中心として対称となるように数値を設定する． 

 表２に地域iから地域jまでの一次資源単位当たりの輸

送費用を示す．ここでは同じ地域内での輸送よりも地域

間での輸送の方が高い費用がかかると仮定する．また中

心に位置する地域2, 3, 4のそれぞれの間の輸送費用は，

地域1-2および4-5間の輸送費用よりも高いものとする．

これの設定は中心に位置する地域は陸送がほとんどであ

るのに対して，周辺地域は陸送よりも安価な海上輸送を

利用できるような場合に相当する． 

 最終製品，使用済み製品，リサイクル資源の輸送費用

は，表２の値に，それぞれ1.5倍，3.5倍,1倍した値を用

いる．これは一次資源に比べて最終製品の輸送管理には

費用がかかると仮定している．また使用済み製品の輸送

には途中での分別，分解費用も含まれるとし高めに設定

する．リサイクル資源の輸送費用は一次資源の輸送費用

と変わりないものと考える．生産施設，リサイクル施設

の固定費用はそれぞれ

€ 

f f =1000，

€ 

f r =1200とした．
これにより最終製品を生産するよりも分解してリサイク

ル資源を取り出す方が難しいと仮定する．また最終製品

の品切れ費用と使用済み製品を回収しなかった場合の費

用をそれぞれ

€ 

cu = 200，

€ 

cw =100とした． 

 
(2)数値計算結果 

 表３に技術制約を変化させて[MILP-1]を解いたときの
最小費用，生産施設とリサイクル施設の配置パターンの

変化を示す．表３から

€ 

δが減少し，技術が発展していき

リサイクル資源と一次資源との質的な差が縮まるまで施

設配置パターンは５つの段階に分けられることがわかる．

具体的には，技術的に未熟であり，最終製品の生産にリ

サイクル資源がほとんど利用できない場合(

€ 

δ ≥ 0.9 )は，
リサイクル施設は配置されず生産施設が中心地域と周辺

地域に配置される．技術が発展すると(

€ 

0.85 ≥ δ ≥ 0.6 )，
リサイクル施設はまず使用済み製品の発生量がもっとも

多い中心地域に配置され，生産施設は中間地域に配置さ

れる．さらなる技術の進展により(

€ 

0.55 ≥ δ ≥ 0.25 )リサ
イクル資源に対する需要が増加することによって，リサ

イクル施設は２つの地域に配置される．さらにリサイク

ル技術が発展すると(

€ 

0.2 ≥ δ ≥ 0 )中心地域と中間地域に
生産施設，リサイクル施設の双方が配置される．このと 
 

 
図２ 対象地域の設定 

表１ 一次資源賦存量，最終製品需要量，廃棄物発生量 

 

表２ 一次資源一単位当たりの輸送費用の設定 

 

 



表３ 動脈/静脈物流型施設配置モデル 

 
表４ 動脈型施設配置モデル 

 
 

きのネットワークを図３に示す．図３で生産施設とリサ

イクル施設がそれぞれ地域2,3,4に配置されていることが
確認できる．また地域１と５からの一次資源の移入がな

いことがわかる．すなわち地域2,3,4からの一次資源だけ
で全ての地域の需要を満たせる．ただし，リサイクル施

設のない地域1と5の使用済み製品の一部が回収されない
という結果になっている． 
 表４に

€ 

βを大きくし，一次資源賦存量を増やしていっ

て，[MILP-2]を解いた場合の最小費用，生産施設立地パ
ターンを示す．表４から一次資源賦存量が少ないとき(

€ 

0 ≤ β ≤ 0.1 )には，リサイクル資源がほとんど利用でき
ない場合と同様の立地パターンを示していることがわか

る．次に

€ 

0.2 ≤ βの範囲においては，[MILP-2]と[MILP-
1]の生産施設配置パターンは異なる．具体的には

€ 

0.2 ≤ β ≤ 0.4のとき，それまでは周辺地域に配置されて
いた生産施設が中間地域に配置されるようになる．その

後，

€ 

0.45 ≤ β ≤ 0.55においては周辺地域にのみ生産施設
が立地することがわかる．その後，

€ 

β ≥ 0.6の場合，生
産施設は中心となる３つの地域に配置されたまま移動し

なくなる．このとき[MILP-1]において技術が発展し，多
くのリサイクル資源が利用できるときの施設配置パター

ンと同じになる． 
 
4．おわりに 

 本研究では，動脈物流と静脈物流を統合した施設配置

モデルを構築し，動脈物流のみを考慮したモデルによる

施設配置パターンとの違いを明らかにした．その結果，

リサイクル技術が未熟な場合と，技術が発展して一次資

源とリサイクル資源がほとんど無差別に利用可能になっ

た場合の生産施設の配置パターンは，動脈物流モデルの 

 
図３ 技術進展後(

€ 

δ ≤ 0.1)でのネットワーク 

配置パターンと同じになる．しかし，その中間において

は，動脈物流と静脈物流を同時に考えた場合と，動脈物

流のみを考えた場合の施設配置との間には，明確に違い

が見られることがわかった． 
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